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研究成果の概要（和文）：　本研究では中国の山東省に位置する威海衛に着目し、中国農村内部の社会結合をめ
ぐる英国人植民地官僚の認識が、東アジアの英領植民地・租借地の統治政策にいかなる影響を与えたのかを分析
しようと試みた。
　現時点では、当初設定した作業仮説は検証の途上にあるが、資料の調査を通じて、威海衛関連史料の概要を把
握することができたほか、さらに検討すべき史料群の存在も明らかとなった。こうした史料群の収集、および本
研究を踏まえた上での研究成果の公表は、最終年度前年度申請の結果、2017年度から新たに採択された基盤研究
Cにおいて継続して取り組んでいる。

研究成果の概要（英文）： This study aims at how the British colonial officials' perception of rural 
China affected the governance of Weihaiwei, a British leased territory situated in Shandong 
peninsula on the China coast.
 For the time being the working hypothesis conceived in the first stage of the project has not been 
proved completely. However, through the investigation of historical documents concerning Weihaiwei 
the applicant could obtain the general idea of the amount and the location of them, as well as 
related materials which have not been used fully in the existing literatures. Now the applicant is 
continuing to investigate these documents and write academic articles in another project adopted as 
Grant-in-Aid for Scientific Research C.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

（１） 国内外における研究動向 

19 世紀以降、英国人と中国人が日常的に接

触する場は中国沿海部にまで拡大した。だが

当時の英国人と中国社会とのかかわりを扱

った研究は、主に北京もしくは都市部の租界

内で、中国を自己とは隔絶された「異文化」

あるいは「外国」として捉えていた外交官や

宣教師に着目してきた（Bickers, 1999）。一

方、沿海部の租借地・植民地に赴任した英国

人植民地官僚は、これらの統治を担うという

職務上、一面において中国社会に「現地化」

あるいは「土着化」せざるを得なかった。し

かし彼らが自身を取り巻く中国社会、とりわ

けその過半を占める農村社会をどのように

捉えていたのかという問題は、未解決のまま

である。 

 このような状況が生じた背景としては、戦

後のアジア史研究ではナショナリズムや（ポ

スト）コロニアリズムといった過去の植民地

支配を批判する言説が主流を占めてきたこ

と、さらに中国史研究者の間では、主な研究

動向が「革命史観」の否定から中国における

社会主義の再検討へ変容してゆくなかで、欧

米列強の植民地や租借地をめぐる実証研究

は長らく異端と見なされてきたことが挙げ

られる。このため近年まで様々なアクターの

描いた個別の地域社会像の比較・分析を通じ

て、中国社会の全体像を可視化する作業は必

ずしも積極的に試みられてこなかった。 

 

（２）着想に至った経緯・威海衛をめぐる先

行研究 

 以上のような研究動向を批判的に継承し、

中国農村社会像をより多面的に捉え直すた

めに、本研究ではイギリスの租借地だった山

東省威海衛における統治政策に着目する。 

 イギリス帝国にとって経済的に極めて重

要だった上海や香港と比べて、主に農村や漁

村で構成されていた威海衛は本国から軍事

的・商業的に重要な拠点とは見なされておら

ず、1930年には中国へ返還されてしまった。

それゆえ本格的な研究が少なく、僅かにアト

ウェル（Atwell, 1985）やタンによる著作

（Tan, 2008）を挙げ得る程度である。とこ

ろが香港の域内行政に関する史料はアジ

ア・太平洋戦争中にほとんど破壊されてしま

ったのに対して、威海衛については同様の史

料が大量に保存されており、利用価値が高い。

さらに本研究では、従来日本帝国史（植民地

史）や中国農村社会史の研究者の間で用いら

れてきた、東アジア各地に所蔵されている中

文および邦文の山東省・威海衛関連史料を用

いる。 

申請者はこれまで香港における統治政策を

研究してきたため、イギリスの植民地省およ

び外務省文書の読解には習熟している。これ

に加えて、複数の科研費プロジェクト（基盤

研究（A）「近現代中国農村における環境ガバ

ナンスと伝統社会に関する史的研究」、代表

者：内山雅生および基盤研究(B)「華北農村訪

問調査による近現代中国農村社会経済史像

の再構築」、代表者：弁納才一）を通じて華

北農村におけるフィールドワークに参加し

ており、文献資料に描かれた社会像を肌で感

じた実物と比較し、より客観的に捉えるため

の経験を積んでいる。 

 以上のように、本研究で申請者は英文・中

文・邦文の文献資料とフィールドワークの経

験で得た知見を相互に参照することで、東洋

史・イギリス史・日本植民地史という枠組み

を超越した観点から中国農村社会像を描こ

うと試みた。 

 

２．研究の目的 

本研究では威海衛に着目して、（１）英国人

植民地官僚の中国社会認識を邦文・中文史料

に描かれた中国社会像と比較し、その特徴を

抽出する。（２）次に威海衛における統治政

策を検討し、英国人植民地官僚の中国社会観



がどのような影響を与えたのかを明らかに

する、という二つの目標を設定した。 

 なお具体的な検討を始めるにあたり、以下

のような作業仮説を立てた。 

A. 英国人植民地官僚は威海衛の村落を欧州

のそれと比較して村民間の紐帯が弱く、

村の自治が高度に発達していない散漫な

社会であると認識・理解した。 

B. この結果、彼らは切り詰められた人的・

経済的資源のもとで植民地を運営すべく、

村落内部の社会的紐帯を密接かつ強固な

ものへ変革させる志向性をもつ統治政策

を策定・実施した。 

C. 上記政策のもとで再編された村落社会の

構造は、威海衛が中華民国へ返還された

後に同政府が現地で支配体制を確立する

際の基盤となった。 

 

３．研究の方法 

 本研究では 4年間にわたり、イギリスおよ

び東アジア各地に所蔵されている山東省関

係史料を体系的に収集・検討することにより、

英国人植民地官僚の中国農村社会をめぐる

認識を抽出し、それが威海衛の統治政策に与

えた影響を分析しようと試みた。 

具体的には、１〜3年目には史料の調査・収

集とその読解に主眼を置いた。4 年目には史

料の分析に重心を移し、英国人植民地官僚の

見た中国社会像を析出し、彼らの策定・施行

した統治政策のもとで各村落内部における

社会的紐帯がより密接かつ強固なものとな

り、返還後の中華民国による支配体制を支え

る基盤となったという作業仮説を検証しよ

うとする計画であった。 

なお申請者は本研究課題の検討を進める過

程で、イギリスの威海衛をめぐる施策を、同

国の対華政策との関連まで踏まえて検討す

る必要性を痛感するようになった。そこで

2016 年度に本研究課題を継承・発展させた

研究計画を立案して最終年度前年度申請を

行い、2017年度からは新たに基盤研究 C「イ

ギリスの東アジア情勢認識と威海衛統治」の

もとで、先行研究とは異なる視角から威海衛

の歴史の解明に尽力している。 

 

４．研究成果 

 本研究課題の実施期間中（2014年から2016

年）、威海衛についてはイギリスおよび東ア

ジア各地において、資料の調査・収集に励ん

だ。現時点では、上述した作業仮説は検証の

途上にあるが、資料の調査を通じて、威海衛

関連史料の概要を把握することができたほ

か、さらに検討すべき史料群の存在も明らか

となった。こうした史料群の収集、および本

研究を踏まえた上での研究成果の公表は、上

述した基盤研究Cにおいて継続して取り組ん

でいる。 

この間、本研究課題に深い関連のある中国

の農村調査については、華北における調査結

果をまとめた共著の論考を２本、刊行するこ

とができた。また、中国の対外関係をめぐる

主要な著作の書評を３本刊行したほか、威海

衛同様に中国沿海部に位置し、外国によって

統治されていた香港およびマカオに関する

業績として単著を１冊、共著を２冊、それぞ

れ刊行したほか、戦間期のマカオに関する学

会報告を１本、実施することができた。 
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